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令和２年度事業計画書 

 

 一般財団法人日本財団電話リレーサービスは、聴覚障害者等による電話の利用の円滑化

に関する法律（令和２年法律第５３号。以下「法」という。）第８条に基づき、電話リレ

ーサービス提供機関として、令和３年１月１３日に総務大臣から指定され、令和３年３月

１日から電話リレーサービス提供業務を開始した。 

 

当財団は、電話リレーサービスについて、その品質を適正に担保するとともに祝休日含

む毎日２４時間双方向を確保し、緊急通報に対応し、かつ、同サービスを安定的・継続的

に提供できるよう、法、聴覚障害者等の電話の利用の円滑化に関する法律施行規則（令和

２年総務省令第 110 号）、聴覚障害者等の電話の利用の円滑化に関する基本的な方針（令

和２年総務省告示第 370 号。以下「基本方針」という。）等に則り、電話リレーサービス

提供業務を進めることとし、令和３年７月１日のサービス提供開始を目指す。 

 

 また、電話提供事業者からの負担金を原資とした交付金を受けて電話リレーサービス提

供業務を実施することに鑑み、電話提供事業者の負担を可能な限り低減するため、適正な

サービス水準を維持しつつ、費用の適正性を担保するとともに、効率的な予算の執行、コ

ストの適正化に努めることとする。実際の電話リレーサービスの利用状況や通訳オペレー

タの応答率等のデータ等に基づき、必要に応じて、体制や設備等の見直しを行うこととす

る。 

 

令和２年度事業としては、令和３年７月１日にサービス提供を開始するための諸準備を

中心に、電話リレーサービス提供業務を的確かつ確実に実施する。主な事業内容等は以下

のとおり。 

 

■目標 

 電話リレーサービスの品質の適正な担保、双方向化、緊急通報に対応したシステムの実

現のため、システム改修を開始、また通訳オペレータの採用活動や業務委託等による体制

整備を実施し、令和３年７月１日のサービス提供開始に向けて一定の準備を進めること目

標とする。 
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■事業内容 

１．電話リレーサービスの提供開始のための準備 

電話リレーサービスの提供に当たっては、現在当財団が実施している電話リレーサービ

スのモデルプロジェクトの終了時期と、公的インフラとしての電話リレーサービスの提供

開始時期との間に空白期間が生じないよう、当財団内で十分に調整を行い、以下の準備を

進めることとする。具体的には、以下のスケジュールで実施する。 

（スケジュール） 

令和３年３月    ①通訳オペレータ体制の整備、研修の実施 

          ②新システムのテスト実施 

          ③周知広報 等 

令和３年４月～６月 ①通訳オペレータ研修の実施 

②利用者登録開始、新システムのテスト利用の実施 

③周知広報 等 

令和３年６月３０日 モデルプロジェクトの終了（予定） 

令和３年７月１日  電話リレーサービス提供開始（予定） 

 

(1) 電話リレーサービス提供業務体制の確保（役職員） 

電話リレーサービス提供業務を実施するために必要な部署を設置するとともに職員を

配置する。組織図は別添１参照。      

 

 

（2）サービス提供拠点の確保 

  役職員執務スペースと通訳用ブースを備えた本部事務所をテラススクエア（東京都千

代田区神田錦町３丁目 22番地）へ３月下旬に移転する。場所については、通訳オペレー

タは関東近県から通勤してくること、深夜早朝に通勤すること、交通の便が良く駅に近

い場所であること、業務継続性やコスト適正化等の観点も含め総合的な観点から選定し

た。 
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（3）サービス提供システムの構築及びテスト 

  当財団は、法及び基本方針で規定されている、双方向化、緊急通報への対応、利用者

への通話料課金徴収、利用状況のモニタリング機能等といった、モデルプロジェクトで

は整備していなかった機能を備えた電話リレーサービス提供専用システム（以下「専用

システム」という。）を利用し、業務を実施する。本業務については、7 月 1 日からの

円滑なサービス開始を目指して業務委託を行う。なお、業務委託については、今後、契

約期間を設定するなど定期的な契約の見直し等を行うこととする。 

現在、専用システムの構築に係る具体的な仕様等詳細について関係事業者との調整を

行っており、電話リレーサービス提供機関としての指定後ただちにサーバーの構築を開

始し、令和３年３月に完了予定としている。その後、５～６月の間に利用者登録の受付

を開始し、７月からのサービス提供開始に備える。システム構成図は別添２参照。 

また、緊急通報が可能となるシステムについては、現在、株式会社日本緊急通報サー

ビス並びに警察庁、消防庁及び海上保安庁の緊急通報受理機関の３機関と、緊急通報時

に提供する情報やシステム等についてのヒアリングを行っており、令和３年５月末まで

に調整が終わりシステムの整備が完了する見込みである。 

 

 (4) 電話リレーサービス提供業務に必要な業務規程、利用規約等の整備 

以下の規程等を速やかに整備し、準備でき次第公表する。 

1 法第１０条に規定する電話リレーサービス提供業務規程 

2 個人情報保護規程 

3 情報公開規程 

4 組織規程 

5 就業規程 

6 契約規程  

7 利用規約  
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２．通訳オペレータの体制整備 

電話リレーサービスを、毎日２４時間、安定的・継続的に提供するため、必要な通訳オ

ペレータの採用活動を実施し、又は通訳オペレータ業務に係る業務委託契約の締結のため

の業務を行うなど、以下のとおり、通訳オペレータの体制を整備する。 

 

（1）通訳オペレータの採用活動（直接雇用） 

令和３年 7 月のサービス提供開始に向け、通訳オペレータの採用活動（直接雇用）を

行う。令和３年３月に関係機関と連携した採用活動、並びに随時ホームページにて通訳

オペレータの募集を行い、令和 3 年 6 月までにオペレータとの雇用契約を締結する。な

お、既に関係機関と連携した声かけを開始しており、必要な人員を確保できる見込みで

ある。 

また、緊急通報に対応するための通訳オペレータは、直接雇用する予定であり、既に

声かけ及び調整等を開始しており、サービス提供開始までに確保し、必要な養成研修を

終える見込みである。     

採用計画については別添３参照。  

 

(2) 通訳オペレータ業務の業務委託 

通訳オペレータ業務の業務委託については、令和３年４月に公募を実施し、６月まで

に業務委託契約を締結できるよう３月中に準備を進める。現在モデル事業を行っている

事業者を中心に応募を促していくことで、オペレータ実績のある人員を含め必要な人員

を確保できる見込みである。 
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３．電話リレーサービスの周知啓発活動 

 電話リレーサービスは、聴覚障害者等と聴覚障害者等以外の者の双方向のサービスを実

現するものであり、また、その費用は、電話提供事業者からの負担金を原資とした交付金

により賄われるものであることから、広く国民に関係する極めて重要なものであることを

踏まえ、当該サービスや制度などについて、聴覚障害者等のみならず国民や関係事業者に

理解が得られるよう、周知・広報活動を実施する。具体的には以下の通り。 

（1）各雑誌への掲載 

内容：広く国民や電話リレーサービスの利用者となる聴覚障害者等に向けて、電話リレー

サービスの周知広報を行うため、電話リレーサービスの事業内容等に関して雑誌等

の掲載を実施する。具体的には、以下の媒体へ電話リレーサービスの周知広報、事

業内容及び通訳オペレータ採用活動の紹介記事を掲載。   

a. MIMI（季刊誌、発行元：一般財団法人全日本ろうあ連盟） 

b. 日本聴力障害新聞（月刊誌、発行元：一般財団法人全日本ろうあ連盟） 

c. 手話通訳問題研究（季刊誌、発行元：一般社団法人全国手話通訳問題研究

会） 

d. 翼（月刊誌、発行元：一般社団法人日本手話通訳士協会） 

時期：令和 3 年３～５月 

   ※ただし、季刊誌については、発刊時期の掲載を行うため、事前に調整を行う。 

      

（2）広告代理店の企画競争入札 

内容：令和 3 年度における広報活動の実施に向けて、以下の内容に関して広告代理店の 

企画競争入札を行う。また、聴覚障害者等向けの周知啓発活動においては、聴覚 

障害者等の特性を加味した周知啓発活動となっているかを審査の視点に置くもの 

とする。なお、内容については、電話リレーサービスの提供内容や利用方法に 

係るお知らせを行うもの。 

1 電話リレーサービスの広報（新聞、雑誌、ウェブ等広告を想定） 

2 ホームページの構築、保守、管理 

時期：令和 3 年３月初旬（公示） 

   令和 3 年３月中旬（入札実施） 

   令和 3 年３月下旬 

   令和 3 年３月下旬（入札結果の開示） 

   令和 3 年 3 月下旬（契約） 
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４．お問い合わせ対応 

 令和 3 年度以降は、一般のお問い合わせ窓口において、問い合わせ、意見、苦情等を受

け付け、主に利用者からの問合せの詳細については、カスタマーリレーションチームがテ

レビ電話、文字チャット、メール、電話で受け付け対応（年末年始（12/29～1/3）を除き

毎日９～１８時）する。なお、メールアドレス及び電話は利用者からのお問い合わせ専用

に用意する。 

 また、利用者以外からの問い合わせ、その他のお問い合わせについては、カスタマーリ

レーションチームから適宜担当部署へ転送するとともに、必要に応じて直接担当部署へ連

絡がきたものを受け付ける。 
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５．その他 

 上記 1～３の活動を行う他、電話リレーサービス提供に関し、以下の活動を実施する。 

 

（1）理事会の開催 

（スケジュール・議題案） 

番号 開催月（案） 議題（案） 

１ 令和３年３月 報告事項： 

 １ 職務執行状況報告 

 ２ 令和２年度事業計画書及び収支予算書の承認について 

 ３ 令和３年度事業計画書及び収支予算書の承認について 

議決事項： 

１ 規程の制定について 

２ 定時評議員会の招集の決定について 

 

（2）評議員会の開催 

番号 開催月（案） 議題（案） 

１ 令和３年３月 

 

報告事項： 

 １ 電話リレーサービス提供機関の審査結果について 

２ 電話リレーサービス提供業務規程の制定及び認可申請に 

ついて 

３ 令和２年度事業計画書及び収支予算書の認可申請について 

４ 令和３年度事業計画書及び収支予算書の認可申請について 

５ 事務所移転について 

６ 規程類の制定について  

議決事項： 

 １ 定款変更について（事務所移転） 
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別添１ 組織図 
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別添２ システム構成図 
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別添３ 採用計画（直接雇用） 

 

・採用情報に関する資料を作成し、以下へメール送信及び掲示依頼 

  国立障害者リハビリテーションセンター学院 

  一般社団法人日本手話通訳士協会 

  聴覚障害者情報提供施設  

一般社団法人全国手話通訳問題研究会 

一般財団法人全日本ろうあ連盟 

日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク 

福祉系の学科を持つ大学 など 

 

・以下の媒体へ電話リレーサービスの周知広報を行う際にあわせて採用活動及び電話リレ

ーサービスの事業内容紹介記事を掲載 

  MIMI（季刊誌、発行元：一般財団法人全日本ろうあ連盟） 

  日本聴力障害新聞（月刊誌、発行元：一般財団法人全日本ろうあ連盟） 

  手話通訳問題研究（季刊誌、発行元：一般社団法人全国手話通訳問題研究会） 

  翼（月刊誌、発行元：一般社団法人日本手話通訳士協会） 

 

（採用スケジュール） 

令和３年３月下旬 各関係者、各広報媒体への採用情報の広報実施 

３月下旬 書類締切 

４月上旬 選考実施 

４月中旬 採用結果の公開 

４月～６月 雇用、研修 

 



予算額 前年度予算額 増減
Ⅰ  事業活動収支の部
　１．事業活動収入
　(1)利用料収入 0
　(2)交付金収入 0
　　　事業活動収入計 0
　２．事業活動支出
　(1)事業費支出
　　給与費支出 5,859,550
　　　役員報酬 2,775,960
　　　職員給 3,083,590
　　福利厚生費支出 814,484
　　旅費交通費支出 371,408
　　通信運搬費支出 1,293,389
　　備品費支出 399,284
　　消耗品費支出 94,000
　　印刷製本費支出 14,100
　　水道光熱費支出 307,352
　　事務所賃料支出 433,227
　　諸謝金支出 570,000
　　租税公課支出 5,046
　　周知啓発費支出 963,600
　　業務委託費支出 54,311,389
　　　サービス関連システム 48,983,044
　　　その他管理関係 5,328,345
　　雑支出 55,000
　　　事業活動支出計 65,491,829
　　　　事業活動収支差額 △ 65,491,829
Ⅱ  投資活動収支の部
　１．投資活動収入
　　　投資活動収入計 0
　２．投資活動支出
　　　投資活動支出計 0
　　　　投資活動収支差額 0
Ⅲ  財務活動収支の部
　１．財務活動収入
　(1)借入金収入 65,491,829
　　　財務活動収入計 65,491,829
　２．財務活動支出
　(1)借入金返済支出 0
　　　財務活動支出計 0
　　　　財務活動収支差額 65,491,829
　　　　当期収支差額 0
　　　　前期繰越収支差額 0
　　　　次期繰越収支差額 0

科　　　　目

令和2年度 収支予算書
令和3年 3月 1日から令和3年 3月31日まで

（交付金事業）
一般財団法人日本財団電話リレーサービス

（単位：円）


	令和２年度 事業計画書・収支予算書の認可申請書
	令和２年度事業計画書
	令和２年度収支予算書



